
固定資産税制度について 

平成２８年８月 
総務省自治税務局固定資産税課 



10



固定資産税の住宅用地特例 

区  分 土地の利用状況と面積区分 本則課税標準額 

小規模住宅用地 

住宅の敷地 

 ２００㎡以下の部分 価格×１／６ 

一般住宅用地 
 ２００㎡を超える部分 
  （家屋の床面積の１０倍まで） 

価格×１／３ 

１．概要 

３．経緯 
○ 昭和48年度 住宅用地特例創設（特例率１／２） 

○ 昭和49年度 小規模住宅用地特例創設（特例率１／４） 

○ 平成６年度 住宅用地特例拡充  小規模住宅用地：特例率１／４→１／６ 

                  一般住宅用地 ：特例率１／２→１／３ 

２．併用住宅の取扱い 
 店舗と住宅等が併用されている家屋（併用住宅）の敷地であっても、家屋の床面積に占める住宅部分の割合が４分
の１以上の場合には、当該敷地面積に下表の住宅部分の割合に応じた住宅用地の率を乗じて算出した面積分につき、
住宅用地特例の適用がある。 

【例】 併用住宅（2階建）で敷地面積500㎡、家屋の床面積が100㎡〔うち、店舗部分75㎡、住宅部分25㎡〕の場合 
    ⇒住宅部分の割合が1/4      
    ⇒500㎡×0.5＝250㎡に住宅用地特例（200㎡以下の部分は1/6、残りの50㎡の部分は1/3に軽減）の適用あり 

家屋 住宅部分の割合 住宅用地の率 

地上５階以上の耐火建築物である併用住宅 

４分の１以上２分の１未満 0.5 

２分の１以上４分の３未満 0.75 

４分の３以上 1.0 

上記以外の併用住宅 
４分の１以上２分の１未満 0.5 

２分の１以上 1.0 
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